７　啓発管理執行等

（１）海区漁業調整委員会委員の一般選挙について（通知）

選　管　第１２２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年６月２１日

関係各市町村選挙管理委員会事務局長 様

鳥取県選挙管理委員会事務局長

　このことについては、本年執行が予定されているところでありますが、このたび、水産庁長官及び自治省行政局長から別添写しのとおり通知がありましたので、お知らせします。

　なお、鳥取海区漁業調整委員会においても8月11日に選挙による委員の任期が終了することとなりますので、投・開票所の会場確保、各種啓発事業の日程調整等を進めていただきますようお願いします。

（別添写し）海区漁業調整委員会委員の選挙について

１６水管第９１８号

総行選第２９号

平成１６年６月１８日

鳥取県選挙管理委員会委員長　様

水産庁長官

総務自治行政局長

　現在の海区漁業調整委員会の選挙による委員の任期は、本年の８月中旬までに終了することとなりますので、これに伴ない委員の一般選挙を行う必要があります。

　ついては、選挙啓発及び事務の効率化の観点から、本選挙の期日を全国的に統一することが望ましいので、平成１６年８月５日（木）とし、従って選挙期日の告示は、同年７月２７日（火）に行うようにお願いします。

　また、有権者に対する本選挙の意義の周知、棄権防止等についても特段の御配慮をお願いします。

（２）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の執行について（通知）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管第９５号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年６月２８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各市町村選挙管理委員会委員長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県選挙管理委員会委員長

　鳥取海区漁業調整委員会委員の任期満了（平成１６年８月１１日まで）による一般選挙を下記のとおり執行することに決定しました。

　なお、鳥取海区に沿う市町村の委員会におかれましては、早急に選挙執行体制の確立を図り、この選挙の管理執行が円滑に行われますよう、格別の御配慮をお願いします。

記

１　選挙の期日　　　　平成１６年８月　５日（木）

２　選挙期日の告示　　平成１６年７月２７日（火）

３　選挙が行われる市町村

　　鳥取市、米子市、境港市、岩美町、福部村、気高町、青谷町、羽合町、泊村、北条町、大栄町、東伯町、赤碕町、日吉津村、淀江町、大山町、名和町、中山町　以上１８団体

（３）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の執行について（通知）

　　　　　　　　　　　　　　　選管第９５号
　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年６月２８日

総務省自治行政局選挙部長、鳥取県警察本部長、鳥取地方検察庁検事正、中国電力株式会社鳥取支店長、西日本電信電話株式会社鳥取支店長、各指定病院等の施設長、鳥取刑務所長、米子拘置支所長、美保学園長　様
　　　　　　　　　　　　　鳥取県選挙管理委員会委員長

　各種選挙の執行につきましては、格別の御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。

　さて、鳥取海区漁業調整委員会委員の任期満了（平成１６年８月１１日まで）による一般選挙を下記のとおり執行することとなりました。

　ついては、この選挙の執行に当たり、貴機関の御協力並びに格別の御配慮をいただきますようよろしくお願いします。

記

１　選挙の期日　　　　平成１６年８月　５日（木）

２　選挙期日の告示　　平成１６年７月２７日（火）

３　選挙が行われる市町村

　　鳥取市、米子市、境港市、岩美町、福部村、気高町、青谷町、羽合町、泊村、北条町、大栄町、東伯町、赤碕町、日吉津村、淀江町、大山町、名和町、中山町 以上１８団体
（４）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における便宜供与について（依頼）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管第１００号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年６月２８日

鳥取県教育委員会教育長、関係各市町村長、
関係各市町村教育委員会教育長、各沿海漁業協同組合長　様
鳥取県選挙管理委員会委員長

　各種選挙の執行に当たりましては、貴管下の施設等の利用について、格別の御配慮をいただき、厚くお礼申し上げます。

　さて、鳥取海区漁業調整委員会委員の任期満了（平成１６年８月１１日まで）による一般選挙（以下「海区漁調選挙」という。）を下記１のとおり執行することに決定しました。

　ついては、下記２及び３の事項について、市町村の選挙管理委員会（以下「市町村委員会」という。）又は海区漁調選挙の候補者から貴管下の施設等の利用について依頼があった場合は、業務、授業、諸行事等に支障のない限り、格別の御配慮と御協力をお願いします。

記

１　選挙期日等

　（１）選挙の期日　　　　　　　平成１６年８月　５日（木）

　（２）選挙期日の告示日　　　　平成１６年７月２７日（火）

　（３）選挙すべき委員の数　　　６人 

２　投票所及び開票所

　海区漁調選挙の投票所及び開票所については、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条において準用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」という。）第３９条及び第６３条の規定により、市役所、町村役場及び市町村委員会が指定した場所に設けることとされていますが、従来市町村委員会では、有権者の便宜のために貴管下の施設を利用することが多く、今回の選挙においても同様と思われます。

　ついては、市町村委員会から貴管下の施設を投票所及び開票所として使用したい旨の依頼があったときは、選挙期日の当日（８月５日）における各種行事の開催等について調整していただく等格別の御配慮をいただきますようお願いします。

３　公営施設使用の個人演説会

　海区漁調選挙の候補者は、自己の政見を広く有権者に周知させるため、漁業法第９４条において準用する法第１６１条の規定により、学校、公民館（社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２１条に規定する公民館をいう。）及び地方公共団体が管理する公会堂並びにこれら以外の施設で市町村委員会が指定した施設（以下「公営施設」という。）を使用して個人演説会を開催することができることとされております。

　ついては、海区漁調選挙の候補者から貴管下の公営施設を使用する個人演説会の開催申出があった場合は、この個人演説会が開催できるよう御配慮をお願いします。

　なお、個人演説会ができる期間は、選挙期日の告示日（７月２７日）から選挙期日の前日（８月４日）までであります。

（５）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における管理執行について（通知）

選管第９８号

平成１６年６月２８日

関係各市町村選挙管理委員会委員長　様

鳥取県選挙管理委員会委員長

　鳥取海区漁業調整委員会委員の任期満了（平成１６年８月１１日）による一般選挙（以下「海区漁調選挙」という。）は、７月２７日（火）に告示し、８月５日（木）に執行する予定であります。

　ついては、市町村の選挙管理委員会（以下「市町村委員会」という。）におかれても、この選挙の管理執行に万全を期するため、下記事項に御留意されるとともに、市町村長等関係機関とも十分協議の上、選挙事務執行体制を確立し、計画的に事務処理に当たられるようお願いします。

記

第１　一般的事項

　１　海区漁調選挙は、漁業法（昭和２４年法律第２６７号。以下「漁法」という。）、漁業法施行令（昭和２５年政令第３０号。以下「漁令」という。）及び海区漁業調整委員会委員の選挙等に関する省令（昭和２５年農林省令第５０号。以下「省令」という。）に基づき執行されるが、それぞれ公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」という。）、公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号。以下「令」という。）及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号。以下「規則」）が準用されているので、準用規定及びそれに伴う読み替え規定に十分留意するとともに、公職選挙法による選挙事務規程（昭和３１年鳥取県選挙管理委員会規則第３号。以下「選規」という。）及び鳥取県選挙運動管理規程（昭和３７年鳥取県選挙管理委員会規則第３号。以下「運規」という。）にも留意すること。

　２　市町村委員会の書記その他選挙事務に従事する職員の指揮監督を厳正にし、これらの者に対し、適宜研修会等を開催して法令に基づく正確な事務処理に習熟させ、いやしくも法令に違反したり、部外者に疑惑を抱かせることのないよう最善の努力を払われたいこと。

　３　選挙事務の管理執行に際し、疑義等が生じた場合の措置については、直ちに事務従事者は市町村委員会に、市町村委員会は県の選挙管理委員会（以下「県委員会」という。）に連絡すること。

　４　選挙事務従事者に対しては、その職の常勤又は非常勤にかかわらず身分上の地位と職務権限とを明らかにしておくこと。

　５　今回の海区漁調選挙で選挙される委員の数は６人であり、その任期は、平成２０年８月１１日までであること。（漁法第９８条第１項及び第２項）

第２　選挙権及び被選挙権

　１　選挙権及び被選挙権を有する者は、次の要件のいずれにも該当するものであること。
（漁法第８６条）

　　（１）鳥取海区に沿う市町村の区域内に住所又は事業場を有する者

　　（２）１年に９０日以上、漁船を使用する漁業を営み、又は漁業者のために漁船を使用して行う水産動植物の採捕若しくは養殖に従事する者

　　　　　ただし、海区漁業調整委員会の委員又は漁業協同組合若しくは漁業協同組合連合会の役員である者は、その委員又は役員に就任する際に選挙権及び被選挙権を有していた者である限り、上記の要件を欠くに至り、選挙権及び被選挙権を有しないときでも、その在任中に行われる選挙又は退任後最初に行われる選挙については、選挙権及び被選挙権を有する者とみなされること。

　２　次のいずれかに該当する者は、選挙権及び被選挙権を有しない者であること。（漁法第８７条第１項及び法第２５２条）

　　（１）年齢２０年未満の者（選挙権の行使については、選挙人名簿確定の期日（平成１５年１２月５日）、被選挙権については、選挙の期日でそれぞれ算定）

　　（２）法第１１条第１項（選挙権及び被選挙権を有しない者）に規定する者

　　（３）法第２５２条の規定により、海区漁調選挙における選挙犯罪による選挙権及び被選挙権の停止者

　３　立候補制限

　　　次に掲げる者は在職中海区漁調選挙の候補者となることができないこと。（漁法第８７条第２項、第３項及び４項）

　　（１）法第３条に規定する公職にある間に犯した法第１１条第１項第４号に規定する罪により刑に処せられ、その執行を終わり又はその執行の免除を受けた者でその執行を終わり又はその執行の免除を受けた日から５年を経過したものは、当該５年を経過した日から５年間

　　（２）選挙管理委員会の委員及び職員、投票管理者、開票管理者、選挙長並びに選挙事務に関係のある官吏及び吏員

　　（３）裁判官、検察官、会計検査官、収税官吏、警察官及び公安委員会の委員

第３　選挙人名簿

　１　今回の海区漁調選挙は、平成１５年１２月５日で確定された選挙人名簿を用いて執行されること。（漁法第８９条第５項及び第６項）

　２　選挙人名簿の整理

　　　海区漁調選挙の選挙権行使については、選挙人名簿に登載されていることと、選挙の当日選挙権を有していることとが必要であるので、選挙の当日（８月３日）まで、次の名簿の整理事務が必要であること。

　　（１）選挙人の死亡又は選挙人名簿訴訟の結果（確定判決）による修正（漁法第８９条第６項）

　　　ア　選挙人が死亡したときは直ちに修正し、名簿訴訟により登載すべきでないと決定された者については、その登載を修正するとともにその旨を告示すること。

　　　イ　名簿訴訟により登載すべき者と決定された場合は、この確定判決書を投票の当日投票所へ持参してきた場合は投票できること。（法第４２条第１項）

　　　ウ　名簿を修正したときは、備考欄にその旨及び修正年月日を記載し、職印を押すこと。（省令第２号様式）

　　（２）（１）による修正以外の理由によって、名簿に登載されている者が、もともと登載される資格を有せず、又は有しなくなった場合の表示（漁法第８９条第７項）

　　　ア　名簿から抹消することなく、その旨を明記した付せんを付け整理すること。

　　　イ　表示の理由としては、誤載、失格、住所移転及び二重登録があること。

第４　投　　　票

　１　公職選挙法の準用

　　　投票の手続きに関しては、おおむね、県議会議員の選挙の場合と同様であるが、次の点が異なること。

　　（１）法人も選挙権を有するので、その投票方法に関して規定されていること。　　　　（漁法第９０条第３項及び漁令第７条）

　　（２）投票立会人に関する政党制限がないこと。（法第３８条第４項除外）

　　（３）投票所の開閉時刻について、投票所を開いておく時間が４時間を下らない範囲で特別の開閉時刻を定めることができること。（漁令第６条第２項）

　２　投票用紙等

　　（１）投票用紙は白色の用紙に黒色のインクで印刷し、これに押すべき印は鳥取県選挙管理委員会の印を刷込み式とすること。（省令第４号様式）

　　（２）仮投票用封筒、投票用封筒及び郵便による投票用封筒に押すべき印は、当該仮投票用封筒を使用し、又は投票用封筒及び郵便による投票用封筒を交付する市町村委員会の印とすること。

　　（３）投票用紙等は７月２２日（木）の物資輸送で送付するので、投票用紙の管理及び受払いについては特に慎重に取り扱い、不正使用、紛失等の事故が生ずることがないように保管者及び保管場所の選定並びに交付簿の整備等について十分留意すること。

　　（４）投票所入場券は選規第１９条の規定に準じて調製すること。

　３　投票所の設備

　　（１）投票所は選挙人の便宜を考慮して、当該選挙区の中で最も適切な施設を選定すること。

　　（２）投票所の設備は必ず選挙期日の前日（８月４日）までに整え、投票の開始に支障を来すことがないようにするとともに、設備については選規第１７条の規定に準じて適正な配置をすること。

　　（３）投票記載所は選挙人の投票の秘密が保持できるよう十分配慮すること。

　４　投票所の告示

　　　投票所の告示期限は法第４１条第１項の規定により、選挙期日５日前（７月３１日）までであるが、なるべく選挙期日の告示日（７月２７日）に告示すること。

　５　投票所の開閉時刻の特例
　　（１）投票所を開いておく時間は、原則として午前７時から午後８時までである。ただし、開票所を開いておく時間が選挙人の投票に支障を来さないと認められる場合には、４時間を下らない範囲でこれと異なる開閉時刻を定めることができること。（漁令第６条）

　　（２）特例を定めた場合は、平成１６年６月２８日付選管第１１８号（以下「各種報告等」という。）で通知したところにより、所定の期限（７月２７日）までに県委員会に届け出ること。
　６　投票管理者、職務代理者及び投票立会人の選任

　　（１）投票管理者及びその職務代理者は、海区漁調選挙の選挙権を有する者の中から選任するとともに、直ちにその者の住所及び氏名を告示すること。（法第３７条並びに令第２４条及び第２５条）

　　（２）投票管理者及びその職務代理者は、関係区域内において選挙運動をすること、及び海区漁調選挙の候補者となることはできないこと。（法第１３５条第１項及び漁法第８７条第３項）

　　（３）投票立会人は、各投票区における海区漁調選挙の選挙人名簿に登載されている者の中から２人以上５人以下を選任し、選挙期日前３日（８月２日）までに本人に通知するとともに、投票管理者に通知すること。（法第３８条第１項及び令第２７条）

　　（４）この場合、投票立会人の選任に当たっては、所属政党による政党制限はないこと。（法第３８条第４項除外）
　７　期日前投票

（1） 期日前投票制度の周知

　　　　海区漁調選挙では今回はじめて期日前投票制度が導入されることから、その仕組み・方法について各種広報媒体を利用して周知徹底を図ること。

（2） 期日前投票の管理執行

　　ア　期日前投票は当日投票同様、確定投票であることから、選挙の当日、選挙権を有していなくても、期日前投票を行う時点で選挙権を有していれば、投票することができること。

　　　　したがって、投票後に選挙人が選挙権を喪失したとしても、有効な投票として取り扱われるものであること。
　　イ　選挙人は、選挙の当日、法４８条の２第１項に掲げる期日前投票事由のいずれかに該当することが見込まれる場合に限り、期日前投票が行えるものであること。
　　ウ　期日前投票所は、原則８時３０分に開き、午後８時に閉じる。ただし、２以上の期日前投票所を設ける場合にあっては、開閉時刻を変更することができる。期日前投票所の開閉時刻を変更した場合においては、市町村委員会は直ちに告示しなければならないこと。（法４８条の２で読替準用する法４０条）
　　エ　投票を行う前には、選挙人の面前で投票箱に何も入っていないことを示すこと。
　　オ　投票管理者及び投票立会人は、いずれも選挙権を有する者の中から選任するとともに、投票立会人にあっては、本人の承諾を得て、２人選任するものであること。投票管理者は日ごとの、投票立会人は時間ごとの交代が可能であること。
　　カ　期日前投票所の投票管理者は常駐しなくてはならないこと。

　　キ　投票管理者は、期日前投票の期間の末日に、期日前投票所を閉鎖した後、投票箱、封印をしたかぎ、期日前投票所投票録を市町村員会に送致し、当該投票箱等の送致を受けた市町村委員会は、選挙の期日に、当該投票箱を開票管理者に送致しなければならないこと。
　８　不在者投票

（1） 不在者投票制度の周知

　　ア　不在者投票制度の改正により、不在者投票制度ができる期間が告示日の翌日から選挙期日の前日までとなったことについて周知徹底を図ること。
　　　　イ　昨年改正された不在者投票制度のうち、郵便による不在者投票制度の対象者が拡大されるとともに代理記載制度が導入されたことについて周知徹底を図るとともに、投票用紙等の早期請求と適時の投票を指導すること。

　　（２）不在者投票の管理執行

　　　　ア　一般の不在者投票（法第４９条第１項）

　　　　　（ア）宣誓書に記載された不在者投票事由が、法第４８条の２第１項各号に掲げる事由に該当しない場合は、不在者投票は行えないこと。

　　　　　（イ）不在者投票を行う場合は、必ず選挙権を有する者又は選挙管理印会の委員若しくは書記１人の立会いが必要であること。（令第５６条第３項、第５７条第３項及び第５８条第３項）

　　　　　　　　この場合、事務補助執行者と立会人とは兼ねることができないので留意すること。

　　　　イ　郵便による不在者投票（法第４９条第２項）

　　　　　（ア）身体に重度の障害のある選挙人若しくは介護保険法上の要介護状態区分が要介護５である選挙人は、選挙期日前４日（８月１日）までに、その登載されている選挙人名簿の属する市町村委員会の委員長に対して、当該選挙人が署名した文書により、かつ、郵便等投票証明書を提示して投票用紙等の請求ができること。（令第５９条の４第１項）

　　　　　（イ）市町村委員会の委員長は、その請求を受けた場合は、選挙人名簿と対照し、法第４９条第２項に規定する選挙人に該当すると認めたときは、投票用紙等を当該選挙人に郵便をもって発送しなければならないこと。（令第５９条の４第４項）

　　　　　（ウ）郵便による不在者投票を行える選挙人のうち、上肢又は視覚の障害により投票の記載ができないと定められた選挙人は、あらかじめ市町村委員会の委員長に届け出た者に（ア）の請求及び投票の記載をさせることができること。

　　（３）投票用紙等の請求期限

　　　　　不在者投票のための投票用紙等の請求期限は、一般の不在者投票と郵便による不在者投票とでは、それぞれ次のとおり異なっているので留意すること。（令第５０条第１項及び第５９条の４第１項）

　　　　・eq \o\ad(一般の不在者投票,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　８月４日（水）まで（選挙期日の前日まで）
　　　　・郵便による不在者投票 ８月４日（水）まで（選挙期日前４日まで）
　　（４）投票用紙等の交付

　　　　　選挙期日の告示日（７月２７日）までに、不在者投票のための投票用紙等の請求があった場合は、当該請求書を一時保管しておき、選挙期日の告示日の翌日以降直ちに交付すること。ただし、郵便をもって発送するときは、選挙期日の告示日前において市町村委員会が定めた日に発送できること。（令第５３条第１項及び第５９条の４第３項）

　　（５）不在者投票の事務取扱場所

　　　　　不在者投票の事務取扱場所を選挙期日の告示日（７月２７日）に告示するとともに、その場所の表示をしておくこと。（選規第２４条第１項及び第２項）

　９　代理投票

　　　代理投票の制度は、秘密投票の原則の例外としての性質を有するものであるから、その手続きは法令の定めるところによりいささかの間違いもないことを期し、特に１人の補助者だけで代理投票を行うことが絶対にないよう留意すること。（法第４８条）

　１０　点字投票

　　（１）点字投票については、その制度の趣旨及び投票の方法等を目の見えない選挙人及び投票管理者等に対し周知徹底すること。

　　（２）目の見えない選挙人から点字で投票したい旨の申出があった場合は、「点字投票」の表示がなされた点字投票用紙を交付すること。（令第３９条及び第５３条第３項）

　１１　投票事務

　　　その他の投票事務の取扱いについては、別途通知するところにより取り扱うこと。

第５　開　　票

　１　公職選挙法の準用

　　　開票の手続きに関しても、おおむね県議会議員の選挙の場合と同様であるが、次の点が異なること。

　　（１）開票立会人に関する政党制限がないこと。（法第６２条第３項から第５項まで及び第８項ただし書が準用されていないこと。）

　　（２）投票の効力については、法第６８条を準用せず、漁法第９１条で規定されていること。

　２　開票は全て即日開票とすること。

　３　開票管理者及び職務代理者の選任

　　（１）開票管理者及びその職務代理者は、海区漁調選挙の選挙権を有する者の中から選任するとともに、直ちにその者の住所及び氏名を告示すること。（法第６１条並びに令第６７条及び第６８条）

　　（２）開票管理者及びその職務代理者は、関係区域内において選挙運動をすること及び海区漁調選挙の候補者となることができないものであること。（法第１３５条第１項及び漁法第８７条第３項）

　４　開票立会人の選任

　　（１）開票立会人は、海区漁調選挙の候補者が当該開票区の選挙人名簿に登載されている者の中から、開票立会人となることについての承諾書を添えて、選挙期日前３日（　月　　日）までに市町村委員会に届け出ることになっていること。（法第６２条第１項及び令第６９条第１項）

　　（２）開票立会人は、常に３人以上１０人以下でなければならないこと。（法第６２条第２項及び第８項）

　　（３）届出のあった者が１０人以下のときは、その者が開票立会人となり、

　　　　１１人以上のときは、その者の中から市町村委員会がくじで１０人を定めること。（法第６２条第２項）

　　（４）開票立会人が３人に達しないとき、又は選挙期日の前日（８月２日）までに３人に達しなくなったときは市町村委員会が３人に達するまで選任し、直ちに本人に通知すること。（法第６２条第８項）

　５　開票録

　　　開票録は正副二通作成し、別途通知する検収日（８月９日）に持参すること。

　６　開票事務

　　　その他の開票事務の取扱いについては、別途通知するところにより取扱うこととするが、特に次の点に留意すること。

　　（１）投票の効力の判定については、迅速かつ的確に処理できるよう事前に判例及び実例等の研究を行っておくこと。

　　　　　なお、点字投票印のない点字投票の効力については、その一事をもって、所定の用紙を用いなかったものとして当然無効とするものではない。投票用紙の公製公給制は、不正投票を防止し、投票の秘密を保持し、もって、選挙の公正を確保しようとするものであるから、公正を害することを疑わせるに足る不正、違法使用が認められる場合のみ無効となる。

　　（２）開票事務が正確かつ迅速に行われるよう開票管理者を補助する事務従事者の選任及びこれらの者の事務分担について配慮するとともに、開票立会人に対しても事前に開票事務処理体系を説明の上、開票事務の円滑な処理について協力を求めておくこと。

　　（３）投票結果については、投票者数、投票総数、有効投票数及び無効投票数について総合的に点検を行うこと。

　　　　　この場合、投票者数と投票総数との不一致については再度その手続きの点検を行うこと等によりその原因を調査し、安易に処理することのないよう留意すること。

第６　選挙公営

　１　公営施設使用の個人演説会

　　（１）海区漁調選挙の候補者は、法第１６１条第１項の公営施設を使用して個人演説会を開催することができるが、開催の申出及び施設の無料使用については、公職選挙法が準用されていないので、この開催に当たっては、各市町村の使用料条例又は当該管理者の定める規則等により使用させること。

　　（２）法第１６１条第１項に規定する公営施設以外の地方公共団体が所有し、又は管理する建物においては、個人演説会を行うことができないので、当該管理者にその旨周知徹底すること。

　　（３）市町村委員会は法第１６１条第１項第３号の規定により、公営施設を指定したときは、運規第４１条及び「各種報告等」で通知したところにより７月２０日までに報告すること。

　２　投票記載所の氏名等の掲示

　　　投票記載所の候補者の氏名及び党派別の掲示は、法第１７５条が準用されていないので、その必要はないこと。

第７　選挙運動

　１　海区漁調選挙の選挙運動の制限については、他の選挙と相当異なっているので、十分注意すること。

　２　漁法第９４条第１項の規定により、法第１３章（選挙運動）が準用されている選挙運動の制限は次のとおりであり、その他は自由であるが、法第１６章（罰則）が準用されているので留意すること。

　　　なお、法第１４章の３（政党その他の政治団体等の選挙における政治活動）は準用されていないこと。

　　（１）選挙運動の期間の制限（法第１２９条）

　　（２）選挙事務所に関する制限（法第１３０条～１３２条）

　　　　・休憩所等の設置禁止（法第１３３条）

　　（３）特定の者の選挙運動の禁止

　　　　・ 選挙事務関係者の選挙運動の禁止（法第１３５条）

· 特定公務員の選挙運動の禁止（法第１３６条）

· 公務員等の地位利用による選挙運動の禁止（法第１３６条の２）

　　　　・ 教育者の地位利用による選挙運動の禁止（法第１３７条）

　　　　・ 海区漁業調整委員会委員の選挙における選挙犯罪によって選挙権及び被選挙権を有しない者の選挙運動の禁止（法第１３７条の３）

　　（４）戸別訪問の禁止（法第１３８条）

　　（５）連呼行為の禁止（法第１４０条の２）

　　（６）新聞紙、雑誌の不法利用等の制限（法第１４８条の２）

　　（７）夜間の街頭演説の禁止等（法第１６４条の６）

　　（８）特定の建物及び施設における演説等の禁止（法第１６６条）

　　（９）選挙期日後のあいさつ行為の制限（法第１７８条）

第８　啓発活動

　　海区漁調選挙を明るい選挙とするため、県委員会では、平成１６年６月２８日付選管第１０５号で通知した啓発事業計画に基づき、啓発事業を実施するので、各市町村委員会においても自主的な啓発計画を樹立し、県委員会の計画と併せてよ　り効果のある啓発活動を推進すること。

第９　投票及び開票速報

　　投票及び開票速報については、別途通知するところにより行うので、その体制の確立を図ること。

第10　選挙執行経費

　　選挙の執行に要する経費については、厳しい財政状況にかんがみ、必要資材の調達、選挙の管理執行体制、啓発の方法等について、従来の慣行にとらわれるこ　となく、より合理的な執行を図る見地から全般的に検討を加え、事前に周到な計　画を樹立し、経費の効率的な支出に努めるとともに、交付される金額の範囲内で各費目相互の調整を図り、執行経費に不足を生じることのないよう特に留意する　こと。

第11　そ　の　他

　　市町村委員会は、海区漁調選挙に関し告示をしたときは直ちにその写し１部を県委員会に必ず送付すること。
（６）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における各種報告等について（通知）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管１１８号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年６月２８日

　関係各市町村選挙管理委員会委員長　様

　　　　　　　　　　　　鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行予定の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における各種の報告等については、下記によることとしますので、報告等に当たっては、遺憾のないようにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　 記

１　報告等は、別途通知するものを除き別紙一覧表のとおりとすること。

２　報告等に当たっては、それぞれの期限を厳守すること。

３　報告等の方法は、文書によるもの及びファクシミリ（番号０８５７－　２２－７０１６）によるものがあるので注意すること。

鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙各種報告等一覧表

	報告事項等
	報告等期限
	報告等の方法
	提出部数
	報告等様式
	備　　考

	 個人演説会会場指定
	７月２０日(火）
	 文書
	１部
	 様式第１号
	・従来指定してあるものは不要であること。

・指定告示を添付すること。

	 開票予定場所等
	７月２０日(火）
	 文書
	１部
	 様式第２号
	

	投票所開閉時刻の届出
	７月２７日(火）
	文書
	１部
	 様式第３号
	・期限より早めに申請すること。

	 選挙当日有権者数
	８月４日(水）
	 ﾌｧｸｼﾐﾘ
	－
	 様式第４号
	・午前９時３０分までに報告すること。

	 投票・開票速報
	８月５日(木）
	 ﾌｧｸｼﾐﾘ
	－
	 別途通知するところによること。

	 開票録
	８月９日(月）
	 文　書
	１部
	


（７）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における使用諸物品の送付について（通知）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管第１４９号　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年７月７日

　関係各市町村選挙管理委員会委員長　　様

　　　　　　　　　　　　　鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行予定の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙において使用する諸物品を下記により送付しますから、取扱いには十分留意してください。

　特に投票用紙の保管等については、盗難、紛失及び焼失等の事故がないよう、万全の措置を講じられるようお願いします。

記

１　送付期日　平成１６年７月２２日（木）

２　送付物品の種類及び数量　別紙のとおり

３　送付方法

　 (1)　鳥取市、岩美町及び福部村の選挙管理委員会に対しては、鳥取県庁講堂で午前９時から９時３０分までの間に受渡しを行う。

　 (2)　(1) 以外の市町村の選挙管理委員会に対しては、４の輸送計画により受渡しを行う。

　 (3)　受渡しに当たっては受領書を徴するので、担当職員は印章を持参すること。

４　輸送計画

	　予定時間
	　　受渡場所
	　 市町村名
	　 備考

	　　９：３０

　１０：１０

　１０：２５

　１０：４０

　１１：００

　１１：１５

　１１：３０

　１１：５０

　１３：００

　１３：１５

　１３：３０

　１３：４５

　１４：００

　１４：１０

　１４：４０

　１５：１０
	　鳥取県庁出発

　気高町役場

　青谷町役場

　ＪＲ泊駅前

　羽合町役場

　北条町役場

　大栄町役場

　東伯町役場

　赤碕町役場

　中山町役場

　名和町役場

　大山町役場

　淀江町役場

　日吉津村役場

　米子市役所

　境港市役所
	　気高町

　青谷町

　泊村

　羽合町

　北条町

　大栄町

　東伯町

　赤碕町

　中山町

　名和町

　大山町

　淀江町

　日吉津村

　米子市

　境港市
	


（８）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙に係る啓発について（通知）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管第１０５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年６月２８日

　関係各市町村選挙管理委員会委員長 様

　　　　　　　　　　　　　鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行予定の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の啓発事業計画を、別紙のとおり実施することとしましたので、格別の御協力をお願いします。

　また、貴委員会におかれても自主的な啓発計画を立案され、当委員会の計画と併せて、より効果のあるものとされるようお願いします。

　なお、この計画に基づく啓発物資については、７月２２日（木）の物資輸送で送付する予定です。 

鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙に係る啓発事業計画

	　　事　　業　　名
	　　　　事　　業　　内　　容

	 １　ミニのぼりによる

啓発
	　該当市町村に懸垂幕を配布し、選挙運動の期間中に掲出する。

　　該当市町村　各５～２０本　計２００本

	 ２  ポスタ－による啓発
	　該当市町村の区域内にポスタ－を掲出し、投票日の周知を図る。

　　作成枚数　　５００枚

	 ３　選挙のしおりによる

　　 啓発
	　該当世帯に選挙のしおりを配布し、投票日等について周知を図る。

　　作成枚数　５，０００枚

	 ４　有線放送による啓発
	　期日前投票、棄権防止等についての放送原稿を、有線放送施設管理者に提供し、啓発の放送を依頼する。


（９）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における不在者投票の管理執行について（通知）
選管第１０６号
平成１６年７月１６日
各指定病院長、各指定老人ホ－ムの長、各指定身体障害者更生援護施設長、各指定保護施設長、鳥取刑務所長、米子拘置支所長、美保学園長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行予定の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙（以下「海区漁調選挙」という。）において、貴施設（以下「指定病院等」という。）で行われる不在者投票の管理執行については、下記の事項に留意のうえ、遺漏のないよう万全を期してください。特に投票に際しては、海区漁調選挙の選挙権を有する者若しくは選挙管理委員会の委員若しくは書記を1人以上立ち会わせなければならないとされていますので、特に注意してください。

記

１　基本的事項

　(1)　 海区漁調選挙の不在者投票は、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条第１項及び漁業法施行令（昭和２５年政令第３０号)第９条において準用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「公選法」という。）第４９条（不在者投票）（４項の規定を除く。）及び公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号。以下「公選令」という。）第５章（不在者投票）（第５０条第５項、第５５条第５項、第５９条、第５９条の４第３項、第５９条の６及び第６１条第４項の規定を除く。）の規定により行われること。

　(2)　不在者投票制度は、選挙期日の前日（８月４日）までに選挙人に投票させる例外的な措置であるので、その管理執行に当たっては特に厳正に行い、疑義を生じた場合は推測や過去の経験に頼ることなく、常に法令等の根拠を確認の上、的確に処理すること。

　　　  なお、法令の解釈等について疑義を生じたときは、県又は市町村の選挙管理委員会（以下「市町村委員会」という。）と相談の上、処理すること。

　(3)　不在者投票事務は、迅速かつ的確に処理することが要求されるので、事前にその事務分担及び処理体系を確立の上、万全の事務処理ができるよう配慮すること。

２　選挙期日等

　　選挙期日等は、次のとおりであること。

　(1)　eq \o\ad(選挙の期日,　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　平成１６年８月　５日（木）

　(2)　選挙期日の告示日　　平成１６年７月２７日（火）

　(3)　鳥取海区に沿う市町村

　　　 鳥取市、米子市、境港市、岩美町、福部村、気高町、青谷町、羽合町、泊村、北条町、
大栄町、東伯町、赤碕町、日吉津村、淀江町、大山町、名和町、中山町

３　不在者投票ができる期間

　　不在者投票をすることができるのは、選挙期日の告示日の翌日（７月２８日）から選挙の期日の前日（８月４日）までであること。

４　不在者投票ができる者

　　指定病院等で不在者投票をすることができる者は、当該指定病院等に入院又は　入所しており海区漁調選挙人名簿に登録されている者（以下「選挙人」という。）で、公選法第４８条の２第１項各号の不在者投票事由に該当するものに限られること。

　　したがって、患者の付添人等は、指定病院等においては不在者投票をすることができないこと。
５　不在者投票管理者

 (1)　指定病院等で不在者投票管理者になれる者は、次のとおりであること。

　　　病院（介護老人保健施設）：院長（介護老人保健施設にあっては医師である管理者）

　　　老人ホ－ム：老人ホ－ムの長

　　　更生援護施設：更生援護施設の長

　　　保護施設：保護施設の長

　　　監　　獄：監獄の長

　　　代用監獄：代用監獄の管理者

　　　少 年 院：少年院の長

 (2)　不在者投票管理者に事故があり、又は欠けた場合は、それらの職務を代理すべき者が不在者投票管理者となること。ただし、医師又は歯科医師でない者は、病院長に代わって不在者投票管理者となることはできないこと。

 (3)　不在者投票管理者は、不在者投票に関しその者の業務上の地位を利用して選挙運動をすることができないこと。

６　不在者投票を行う場所

　(1)　不在者投票は、不在者投票管理者が管理する投票を記載する場所で行うこと。

　(2)　選挙期日の告示日の翌日から不在者投票は開始されるので、選挙期日の告示（７月２７日）があれば、不在者投票管理者は直ちに不在者投票事務の取扱場所を定め、見やすい場所に掲示したり、回覧に供する等の方法により選挙人に周知すること。

　　　　なお、掲示の例は、別紙４のとおりであること。

　(3)　投票を記載する場所については、他人がその選挙人の投票の記載を見たり、投票用紙の交換その他の不正手段が用いられたりすることのないよう設備するとともに、投票を記載する場所には、「投票記載場所」と表示すること。

　　　なお、設備については、指定病院等が所在する市町村の市町村委員会に連絡し、その協力を得ること。

７　不在者投票の立会人

　　　不在者投票を行うときは、選挙権を有する者若しくは選挙管理委員会の委員若しくは書記を１人以上立ち会わせなければならないので、指定病院等が所在する市町村の選挙管理委員会に連絡し、立会人の派遣を受けること。

８　投票用紙等の請求

　(1)　選挙人は、選挙人名簿に登録されている市町村委員会の委員長に対して、投票用紙及び投票用封筒（以下「投票用紙等」という。)を選挙期日の前日（８月４日）まで請求することができること。

　(2)　請求の方法は、不在者投票管理者が選挙人の依頼を受けそれらの選挙人に代わって「請求書」（別紙１）により請求する方法（以下「一括請求」という。）と選挙人が自分で「不在者投票宣誓書・請求書」により直接請求する方法とがあること。

　(3)　選挙人が船員である場合は、投票用紙等の請求に当たっては、必ず選挙人名簿登録証明書を添付すること。

　(4)　また、選挙人が船員である場合は、選挙人名簿に登載されている市町村委員会の委員長のほか、公職選挙法施行規則第１７条で指定した市町村（鳥取県の場合は、鳥取市、境港市、赤碕町、岩美町）委員会の委員長に対しても、投票用紙を請求することができるが、この場合は船員手帳及び選挙人名簿登録証明書を添付する必要があること。

９　投票用紙等の交付

　(1)　一括請求の場合は、市町村委員会から次のものが交付又は送付されること。

　　 ア　投票用紙（前記８(4)により請求した場合は「船員不在者投票用紙」であること。）

　　 イ　投票用外封筒及び内封筒（前記８(4)により請求した場合は、外封筒の表面に交付市町村名、交付年月日及び船員の選挙人名簿の属する市町村名が記載されていること。）

　　 ウ　投票用紙等送付通知書

　(2)　交付又は送付を受けた投票用紙等は、その送付通知書に記載された氏名と依頼書の氏名とを照合し、投票用紙を交付できる者であることを確認した上で当該選挙人へ交付すること。

　(3)　個別請求した場合は、このほかに不在者投票証明書が在中している不在者投票証明書用封筒が併せて本人に送付されること。

10　不在者投票の方法

　(1)　不在者投票は必ず不在者投票管理者の管理下において立会人の立ち会いのもとに、投票の記載場所で行うこと。

　(2)　不在者投票管理者は、不在者投票をさせる前に、さきに交付した不在者投票用紙等を選挙人に提示させ、所定の用紙であるかどうか、選挙人であるかどうかを確認し、更に投票用紙等に何も記載されていないかどうか点検すること。

　(3)　選挙人が個別請求した場合は、更に不在者投票証明書を封筒のまま提出させ、その封筒を開き、これを確認すること。

　　　 この場合、不在者投票証明書用封筒が既に開封されているときは投票させることができないので留意すること。

　(4)　選挙人は投票の記載場所において、投票用紙に候補者１人の氏名（法人にあっては名称）を記載し、これを不在者投票用内封筒に入れて封をし、更に外封筒に入れて封をし、その表面に選挙人の氏名を自署すること。

　(5)　不在者投票管理者は、選挙人から外封筒を受け取り、その表面に投票年月日、投票の場所及び不在者投票管理者の職・氏名を記名し、更に投票に立ち会った立会人に署名させること。

　(6)　投票に当たって選挙人から候補者の氏名を確認したい旨の申出があったときは、別途送付する鳥取県公報で応ずること。

11　特別な投票の方法

　(1)　代理投票

　　 ア　選挙人が病気、ケガ等により自書できないため代理投票の申請があったときは、不在者投票管理者は立会人の意見を聴いて、代理投票を行わせるかどうか決定すること。

　　 イ　代理投票を行わせると決定したときは、投票記載の補助者２人をそれらの者の承諾を得て定め、その１人の立会いのもとに他の１人に選挙人の指示に従って投票を記載させること。

　　 ウ　記載の終わった投票は、内封筒に入れ封をし、更に外封筒に入れて封をし、その表面に選挙人の氏名を補助者に記載させ提出させること。

　　 エ　不在者投票管理者は、提出を受けた外封筒を前記10(5)により処理すること。

　(2)　代理投票の仮投票

　　 ア　不在者投票管理者は、次の場合に前記11(1)の要領で代理投票の仮投票を行わせること。

　　　①　代理投票をさせる事由がないと認め、拒否と決定したことについて選挙人に不服がある場合

　　　②　代理投票をさせる事由があると認め、代理投票をさせると決定したことについて立会人に異議がある場合

　　 イ　eq \o\ad(この代理投票の仮投票の場合に限り、特に外封筒の表面の,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)（　）に代理記載人の氏名を記載させること。

12　不在者投票の送致

　(1)　不在者投票管理者は、選挙人の投票が終わり、外封筒に所要事項の記入及び署名が終わったときは、更に選挙人の選挙人名簿に登載されている市町村委員会ごとに別の封筒に入れること。

　　　 個別請求の場合は、不在者投票証明書も併せて入れること。

　(2)　更に不在者投票の件数等を記載した不在者投票用紙等請求書兼送付書（別紙１）を入れ、封をすること。

　(3)　封をした別封筒の表面に「選挙事務」「不在者投票在中」と朱書し（郵便によって送付する場合にはさらに「速達」と朱書きして）、裏面に指定病院等の所在地及び名称並びに不在者投票管理者の氏名を記入、押印して、それぞれの市町村委員会の委員長へ直接送付するか、又は、郵便により送付すること。

　(4)　市町村委員会の委員長に送付された不在者投票及び不在者投票証明書は、選挙人が属する投票区の投票管理者（指定投票区制度を採用している場合には指定投票区に投票管理者）に投票所の閉鎖時刻までに届かないものは投票がなかったものとして取り扱われるので、不在者投票管理者は郵便で送付するときは、必ず速達で送付するとともに、郵送期間の余裕をみて早めに郵送すること。

13　投票用紙等の返還等

　(1)　選挙人が不在者投票をしなかったときは、速やかに投票用紙等の交付を受けた市町村委員会へ返還すること。

　(2)　投票用紙等を汚損したときは、交付を受けた市町村委員会に理由を付し、これと引換えに交付の請求をすること。

(3) 投票用紙等は紛失しても再交付はできないので注意すること。

14　不在者投票の事務処理体系

　　指定病院における不在者投票の事務処理体系は、別図のとおりであるので参考とすること。

15　不在者投票に要する経費

　　不在者投票を行った場合は、これに要する経費として別途交付されるので、不在者投票者数報告書（別紙３）を８月９日（月）までに県選挙管理委員会へ送付すること。

　　なお、該当がない場合でもその旨報告すること。

（１０）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における投票及び開票事務の取扱いについて(通知)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管第１０４号

平成１６年６月２８日

関係各市町村選挙管理委員会委員長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行予定の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙（以下｢海区漁調選挙｣という。）における投票及び開票事務の取扱いについては、「鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における管理執行について（通知）」（平成１６年６月２８日付選管第９８号）によるほか、下記事項に御留意の上、その事務処理に遺憾のないようお願いします。

記

第１　投票事務

　　投票事務の取扱いについては、別添の「投票事務取扱要領」・「期日前投票事務取扱要　領」によるほか、特に次の事項に留意すること。

　１　投票管理者及び職務代理者

　　(1) 　投票管理者及び職務代理者の選任に当たっては、海区漁調選挙の選挙権を有す        る者の中から市町村の選挙管理委員会（以下「市町村委員会」という。）が選任す　　　　ること。

　　(2) 　投票管理者は、投票事務の最高責任者であり、投票所において投票事務の全般　　　　について管理執行するとともに、投票に関する手続のすべてについて最終的な決　　　　定権を有すること。

　　　　  したがって、投票事務が公正かつ的確に処理されているか、選挙人の投票の秘        密が守られているか、投票所内の秩序が保たれているか等投票事務のすべてにつ        いて常に注意しなければならないこと。

　　(3)　職務代理者は投票管理者に事故があり、又は欠けたときに代わってその職務を行       うが、職務内容は投票管理者と全く同様であること。

　　(4)　投票管理者と職務代理者とは同時に席を空けてはならないこと。

　２　投票立会人

　　(1) 　投票立会人の選任に当たっては、当該投票区の海区漁調選挙の選挙人名簿に登        録された者の中から本人の承諾を得て、市町村委員会が選任すること。

　　(2) 　投票には常に２人以上５人以下の投票立会人が立ち会わなければならないこと。

　　(3) 　投票立会人は投票事務の公平を確保するため、公益代表として投票事務の全般        に立ち会う職責を有すること。

　３　投票事務従事者

　　(1) 　投票事務に他部門の職員を従事させる場合は、それぞれの任命権者に事務従事　　　　の職務命令を行ってもらうほか、必要があれば市町村委員会の「書記」を兼務さ　　　　せておくこと。

　　(2) 　投票事務を的確かつ迅速に処理するため、あらかじめ係編成及び事務分担を定        めておくとともに、事務内容等について十分に説明しておくこと。

　４　投票所の設備

　　(1) 　投票所の門戸には必ず海区漁調選挙名を表示した標札を掲げておくこと。

　　(2) 　投票管理者席、投票立会人席及び各係席等の表示を掲示しておくとともに、選        挙人に投票順路、出入口等の表示が一見して分かるように掲示しておくこと。

　　(3)　 投票記載所は、選挙人の投票の秘密が保持できるように十分配慮すること。

　　(4) 　投票箱には海区漁調選挙名を表示しておくこと。

　　(5) 　投票所には必ず時計を用意し、投票所の開閉を正確に行うとともに、どこが         「投票所の入口」であるかを確認しておくこと。

　５　投票の開始

　　(1) 　投票所を開く時刻になったら、投票管理者は投票立会人が２人以上参集してい        ることを確認すること。

　　　　  この場合、投票立会人が２人に達しないとき又はその後２人に達しなくなった        ときは、投票管理者は直ちに当該投票区の海区漁調選挙の選挙人名簿に登録され        ている者の中から不足数だけ投票立会人を補充選任すること。

　　(2) 　最初に到着した選挙人の面前ですべての投票箱に何も入っていないことを確認        し、その旨を当該選挙人に文書で証明してもらうこと。

　　(3) 　選挙人名簿との対照に当たっては、単に入場券に頼ることなく、性別及び年齢　　　　からも当該選挙人本人であることを確認すること。

　　(4) 　他の市町村へ転出した者で、その転出先が鳥取海区に沿う市町村であり、かつ、        海区漁調の選挙権を有する者は、選挙人名簿登録地で投票できること。

　　(5) 　投票用紙の交付に当たっては、所定の用紙であることを確認して交付すること。

　　(6) 　選挙人から点字で投票したい旨の申出があったときは、「点字投票」の表示がな　　　　された点字用投票用紙を交付すること。

　　(7)　 代理投票は、けがや病気もしくは非識字者であるために自書（点字による記載　　　　を含む。）することができない者に限られること。

　　　　  代理投票の申請があった場合、投票管理者において代理投票をさせる事由があ        ると認めるときは、投票立会人の意見を聴いて補助者２人を選任すること。

　６　投票所の閉鎖等

　　(1) 　投票管理者は、投票所閉鎖時刻になったら投票所の閉鎖宣言をするとともに、        「投票所の入口」を閉鎖すること。

　　(2)　 投票管理者は不在者投票の受理・不受理の決定に当たっては、投票立会人の意        見を聞いて決定すること。

　　(3) 　投票箱はそのふたを閉じた後は、絶対に開いてはならないこと。

　　(4) 　投票管理者及び投票立会人は、投票録を正副２通作成し署名すること。

　　(5)　 投票箱は投票管理者が投票立会人とともに、開票管理者に送致すること。

　　　　  この場合、送致目録を作成し、投票録等投票関係書類も併せて送致すること。

　７　期日前投票投票所における投票

期日前投票は選挙期日における投票と同様に確定投票であることから、原則として選挙期日の投票における手続きと同様に実施されるものであるが、特に次の事項に留意すること。

(1)　期日前投票は、期日前投票を行う時点で選挙権を有していれば投票することができること。

(2)  選挙人は、選挙の当日、法第４８条の２第１項に掲げる期日前投票事由のいずれかに該当することが見込まれる場合に限り、期日前投票が行えるものであること。

(3)　 期日前投票の投票管理者及び投票立会人は、いずれも選挙権を有する者の中から市町村委員会が選任するとともに、投票立会人については、本人の承諾を得て、２人選任すること。投票管理者は日ごとの、投票立会人は時間ごとの交代が可能であること。

(4)　 期日前投票は、当日投票同様、確定投票であることから、投票所と同じく投票管理者が常駐しなくてはならないこと。

(5)   投票を行う前には、選挙人の面前で投票箱に何も入っていないことを示すこと。

(6)   投票箱の保管はそのまま期日前投票所おいて保管することが原則とされているが、保管のため必要があれば、期日前投票所外の別にある金庫等に保管することも可能であること。

(7)   投票管理者は、期日前投票の期間の末日に、期日前投票所を閉鎖した後、投票箱、封印をした鍵、投票録等を市町村委員会に送致し（投票立会人の随行は不要）、当該投票箱等の送致を受けた市町村委員会は選挙の期日に、当該投票箱等を開票管理者に送致しなければならないこと。

第２　開票事務

　　開票事務の取扱いについては、別添の「開票事務取扱要領」によるほか、特に次の点  に留意すること。

　１　開票管理者及び職務代理者

　　(1)　 開票管理者及び職務代理者の選任に当たっては、海区漁調選挙の選挙権を有する者の中から市町村委員会が選任すること。

　　(2) 　開票管理者は開票事務の最高責任者であって、投票の効力を決定したり、開票 事務が公正かつ迅速に処理されているかどうか、開票所内の秩序が十分保たれているかどうか等開票事務のすべてについて、常に注意しなければならないこと。

　　(3)　 職務代理者は開票管理者に事故があり、又は欠けたときに代わってその職務を行うが、職務内容は開票管理者と全く同様であること。

　　(4)　開票管理者と職務代理者とは同時に席を空けてはならないこと。

　２　開票立会人

　　(1) 　開票立会人は、海区漁調選挙の候補者がその市町村の海区漁調選挙の選挙人名簿に登録されている者の中から開票立会人となることについての本人の承諾書を添付して選挙期日の前３日目（８月２日）の午後５時までに当該市町村委員会に届け出ることになっていること。

　　(2) 　開票立会人は、常に３人以上１０人以下でなければならないこと。

　　　　  この場合、届出のあった者が１０人以下のときはその者が開票立会人となり、１１人以上のときは、その中から市町村委員会がくじで１０人を定めること。

　３　開票事務従事者

　　(1)　 開票事務に他部局の職員を従事させる場合は、それぞれの任命権者に事務従事の職務命令を行ってもらうほか、必要があれば市町村委員会の「書記」を兼務させておくこと。

　　(2) 　開票事務を的確かつ迅速に処理するため、あらかじめ係編成及び事務分担を定めておくとともに、事務内容等について十分に説明しておくこと。

　　(3) 　開票事務従事者はその身分を明らかにし、関係者以外の入場者と区別するため、一定の記章又は腕章を付けること。

 　 (4) 　開票事務従事者は、開票参観人等に疑惑をいだかれるような言動や挙動を厳に避けるよう留意すること。

　４　開票所の設備

　　(1) 　開票所の門戸には、必ず海区漁調選挙名を表示した標札を掲げておくこと。

　　(2) 　投票点検台等の配置については、開票事務が的確かつ迅速に処理できるよう配置すること。

　　(3)　 参観人、報道関係者等に対し、各候補者の得票数が周知できるよう掲示板等を設けておくとともに、投票点検台等に近づくことがないよう配慮しておくこと。
　　(4)　 開票所の照明については、特に、配慮するとともに、不測の停電等に備えて照明器具等を必ず用意しておくこと。

　　(5) 　参観人は当該市町村の選挙人であることを要件とするので受付簿を備え付け、その者の氏名、住所等を記入させること。

　５　開票の開始

　　(1) 　開票管理者は、既に告示されている開票開始時刻になったら開票立会人が３人以上参集していること及びすべての投票区の投票箱を受領していることを確認の上、開票の開始を宣言すること。

　　(2) 　投票箱は全部を一度に開き、各投票区の投票の内容が分からないように混同すること。

　　　　  この場合、開票管理者は仮投票、代理投票の仮投票及び不受理の不在者投票があるときは、当該投票の受理又は不受理を開票立会人の意見を聴いて決定しておくこと。

　６　投票の処理

　　(1) 　投票の処理に当たっては、事前に開票立会人にその事務処理体系を説明の上、事務処理が迅速に行えるよう協力を得ておくこと。

　　(2) 　疑問票の効力の判定に対処するため、事前に過去の実例及び判例を十分に研究しておくこと。

　　(3) 　投票の効力は、開票管理者が開票立会人の意見を聴いて決定すること。

　　(4) 　投票結果については、投票者数、投票総数、有効投票数及び無効投票数について総合的に点検を行うこと。

　　　 　 この場合、投票者数と投票総数との不一致については、再度その処理の点検を行うこと等により原因を調査し、安易に処理することのないよう特に留意すること。

　　(5) 　開票管理者は投票結果の確認が終わったときは、必ず各候補者の得票数を朗読し、開票結果を確認すること。

　　(6)   開票管理者は開票が終了したときは、開票録を正副２通作成し、開票立会人とともに署名すること。

第３　投票及び開票速報

　　海区漁調選挙の投票及び開票速報については、「鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における投票及び開票速報について（通知）」（平成１６年６月２８日付選管第１３２号により行うこと。

第４　当日有権者数

　　海区漁調選挙の当日有権者数の報告については、「鳥取海区漁業調整委員会一般選挙に おける各種報告等について（通知）」（平成１６年６月２８日付選管第１１８号）の様式第４号により、所定の期限（８月４日午前９時３０分）までに報告すること。

第５　投票録および確定報告書

　　１　開票録

　　　　開票録については、「鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における開票録の検収について（通知）」（平成１６年６月２８日付選管第１２１号）により８月９日(月)に検収を行うので、必要書類を携行の上、担当者を派遣すること。

　　２　確定報告書

　　　　確定報告書については、別途通知するところによること。
（１１）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における投票及び開票速報について（通知）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管第１３２号
平成１６年６月２８日

関係各市町村選挙管理委員会委員長 様

鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行予定の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の投票及び開票速報については、下記のとおり実施することとしましたので、迅速かつ正確な事務処理をお願いします。

記

１　一般的事項

　（１）速報は、次の３種類であること。

　　　ア　投票速報（報告様式　別紙「投票速報発信（受信）票」）

　　　イ　開票速報（報告様式　別紙「開票速報発信（受信）票」）

　　　ウ　無効投票速報（報告様式　別紙「無効投票速報発信（受信）票」）

　（２）速報は、ファクシミリにより行うものとし、次の番号を使用すること。

　　　　　　　０８５７－２２－７０１６

　（３）投票及び開票速報の発信が予定時刻より大きく遅れるような場合は、あらかじめ電話でその旨連絡すること。

　（４）質疑がある場合等の電話は、０８５７－２６－７０５８あて行うこと。

　（５）速報発信票に数値の入らない欄があっても、記入を省略せず、「０」と記入し報告すること。

　（６）速報責任者は無効投票速報終了後においても、県の選挙管理委員会（以下「県委員会」という。）から指示があるまで待機していること。

２　投票速報

　（１）各投票所からの報告の集計が終わり次第、「投票速報発信（受信）票」に記入し、直ちに県委員会あてファクシミリにより報告すること。
　（２）投票者数には、期日前投票、不在者投票数の算入漏れがないよう注意すること。　

（３）投票率は、百分率により小数点以下第３位を四捨五入し、第２位まで求めること。

３　開票速報

　（１）投票の点検及び集計が終わり次第、「開票速報発信（受信）票」に各候補者の得票数等を記入し、直ちに県委員会あてファクシミリにより報告すること。

　（２）開票結果の公表は県委員会が行うので、市町村の選挙管理委員会

　　　（以下「市町村委員会」という。）では行わないこと。ただし、県委員会に速報した後において必要がある場合には、あらかじめ市町村委員会が定める方法により公表しても差し支えないこと。

４　無効投票速報

　（１）開票速報に引き続き、「無効投票速報発信（受信）票」により無効投票の内訳をファクシミリで報告すること。

　（２）無効投票率は、百分率により小数点以下第３位を四捨五入し、第２位まで求めること。
（１２）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の開票録等の検収について（通知）

選管第１２１号
平成１６年６月２８日

関係各市町村選挙管理委員会委員長　様

鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行予定の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の開票録の検収を、下記により行いますので係員を派遣してください。

　なお、この際無効投票の記載内容について、具体的に説明できる資料を準備してください。

　また、精算書についても当日併せて持参していただくようお願いします。

記

１　日時　　平成１６年８月９日（月）

　　　　　　　午前９時～１２時３０分

２　場所　　鳥取県庁第２３会議室

　　　　　　　鳥取市東町一丁目２７１番地

　　　　　　　電話（０８５７）２６－７０５８（選管事務局）

３　提出する物品

（１）　開票録

（２）　投票用紙及び投票用封筒精算書

（１３）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の無投票について（通知）

平成１６年７月２７日

鳥取海区に沿う各市町村選挙管理委員会委員長　様
鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙選挙長

　平成１６年８月５日執行の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙において、立候補届出のあった候補者が選挙すべき委員の数を超えないため、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条第１項において準用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１００条第４項の規定により投票を行わないこととなりました。

　つきましては、この旨を貴市町村の各投票管理者に通知していただきますようお願いします。

（１４）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙の無投票について（報告）

平成１６年７月２７日

　eq \o\ad(鳥取県選挙管理委員会委員長,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙選挙長

　平成１６年８月５日執行の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙において、立候補届出のあった候補者が選挙すべき委員の数を超えないため、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条第１項において準用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１００条第４項の規定により投票を行わないこととなったので、同条第５項の規定により報告します。

（１５）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における当選人の決定について（報告）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年８月５日

　鳥取県選挙管理委員会委員長　様

　　　　　　　　　鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙選挙長

　平成１６年８月５日執行の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における当選人を下記のとおり決定しましたので、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条第１項において準用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１０１条の３第１項の規定により選挙録を添えて選挙の次第を報告します。

記

鳥取県岩美郡岩美町大字大谷2182-197 　生越　日出夫

鳥取県岩美郡岩美町大字田後532-1　　　但井　理

鳥取県鳥取市賀露町北四丁目33-15　　　廣岩　栄一

鳥取県境港市竹内町17-2　　　　　　 　大谷　登志二

鳥取県東伯郡赤碕町大字赤碕1636　　 　祗園　行裕

鳥取県米子市大崎1707-2　　　　　　 　武良　賢治

（１６）鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における当選人について（報告）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選管第１６６号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年８月５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥　取　県　知　事　　様

　　　　　　　　　　　　　　鳥取県選挙管理委員会委員長

　平成１６年８月５日執行の鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙における当選人に当選証書を付与したので、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条第１項において準用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１０８条第１項の規定により、別紙のとおり報告します。

鳥取海区漁業調整委員会委員一般選挙当選人報告書

１　選挙年月日　　　　　　平成１６年８月５日

２　当選年月日　　　　　　平成１６年８月５日

３　当選告示年月日　　　　平成１６年８月５日

４　当選証書付与年月日　　平成１６年８月５日

５　当選人の住所及び氏名

鳥取県岩美郡岩美町大字大谷2182-197 　生越　日出夫

鳥取県岩美郡岩美町大字田後532-1　　　但井　理

鳥取県鳥取市賀露町北四丁目33-15　　　廣岩　栄一

鳥取県境港市竹内町17-2　　　　　　 　大谷　登志二

鳥取県東伯郡赤碕町大字赤碕1636　　 　祗園　行裕

鳥取県米子市大崎1707-2　　　　　　 　武良　賢治

（１７）事務分担表

	　委　員　長　　須　山　修　次

　委員長代理　　中　村　碩　男

　委　　　員　　古　賀　裕　子

　委　　　員　　堀　内　幸　子

　事務局長　　　吉　留　　功


	　　　　　　　 分　　　担　　　事　　　務
	　　　 担　当　者

	　 〇選挙事務の総括に関すること。

　 〇各機関の連絡調整に関すること。
	　　 吉留事務局長

　　 三嶋事務局次長

　　 岸本選挙係長

	　 〇委員会の議案に関すること。

　 〇委員会及び選挙長に関すること。

　 〇選挙事務の一般管理に関すること。

　 〇市町村委員会及び指定病院等の指導に関すること。

　 〇選挙公営物資の作成に関すること。

　 〇投票用紙の作成に関すること。

　 〇投票・開票用物資の作成に関すること。

　 〇選挙物資の輸送に関すること。

　 〇選挙啓発に関すること。
	　　　 矢吹書記

　　　 高橋書記



	〇選挙執行経費(市町村及び指定病院等交付金)に関すること。

　 〇選挙関係一般事務補助に関すること。
	　　 　中西書記

　　 　入江書記


８　候補者に交付した書類等

	　品目
	　品目

	立候補届出関係
	選挙事務所関係

	 １　候補者届出書（本人届出）
	 13　選挙事務所設置届出書

	 ２　候補者届出書（推薦届出）
	 14　選挙事務所異動届出書

	 ３　候補者推薦届出承諾書
	 15　選挙事務所設置・異動承諾書

	 ４　選挙人名簿登録証明書
	 16　候補者推薦届出者代表者証明書

	 ５　選挙人名簿登録証明書交付申請書
	その他

	 ６　候補者辞退届出書
	 17　候補者届出書審査表

	 ７　通称認定申請書
	 18　個人演説会公営施設一覧

	 ８　通称認定書
	 19　立候補予定者説明会交付資料受領書

	 ９　選挙立会人となるべき者の届出書
	 20　立候補受付交付資料受領書

	 10　選挙立会人となるべき者の承諾書
	 21　当選証書

	 11　開票立会人となるべき者の届出書
	 22　当選告知書

	 12　開票立会人となるべき者の承諾書
	 23　当選証書受領書

	
	 24　候補者の手引

	
	 25　候補者届出書等記載例

	
	 26　日程表
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